
厚生労働省老健局

認知症施策・地域介護推進課

高齢者の生活支援を地域の多様な主体の共創により
進めるプラットフォーム（生活支援共創プラットフォーム）の
構築について

生活支援共創プラットフォーム 第１回オンラインシンポジウム



介護予防・日常生活支援総合事業の充実に向けた検討会における議論の中間整理（概要）①

総合事業の充実に向けた基本的な考え方

○ 2025年以降、現役世代が減少し医療・介護専門職の確保が困難となる一方で、85歳以上高齢者は増加していく。また、こうした
人口動態や地域資源は地域によって異なる。

○ こうした中、高齢者の尊厳と自立した日常生活を地域で支えていくためには、市町村が中心となって、医療・介護専門職がより専門性
を発揮しつつ、高齢者や多様な主体を含めた地域の力を組み合わせるという視点に立ち、地域をデザインしていくことが必要。

○ 総合事業をこうした地域づくりの基盤と位置づけ、その充実を図ることで高齢者が尊厳を保持し自立した日常生活を継続できるよう
支援するための体制を構築する。

85歳以上人口の増加 現役世代の減少

地域で暮らす人やそこにあるものは地域によって様々

高齢者を含む
多世代の地域住民

NPO・企業など
の多様な主体

介護事業者等
の専門職等

市町村

総合事業で
地域の力を
組合せる

強み

強み強み

強み
様々な活動

専門的な支援
社会参加・
つながり

地 域 共 生
社会の実現

介護予防・
認知症施策

※ 85歳以上になると要介護
認定率は上昇

※ 専門人材等の担い手不足が
進行

地域の力を引き出し地域づくりをプロデュース
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○ 高齢者の地域での生活は、医療・介護専門職との関わりのみならず、地域の住民や産業との関わりの中で成立するもの。また、高齢
者自身も多様な主体の一員となり、地域社会は形作られている。

○ 総合事業の充実とは、こうした地域のつながりの中で、地域住民の主体的な活動や地域の多様な主体の参入を促進し、医療・介
護の専門職がそこに関わり合いながら、高齢者自身が適切に活動を選択できるようにするものである。

○ 総合事業の充実を通じ、高齢者が元気なうちから地域社会や医療・介護専門職とつながり、そのつながりのもとで社会活動を続け、
介護が必要となっても必要な支援を受けながら、住民一人ひとりが自分らしく暮らし続けられる「地域共生社会」の実現を目指していく。

多様な主体の参入を促進

要介護や認知症フレイル～要支援元気～フレイル予防

地域との
関わり

医療・介
護との関わ

り

住民ｺﾐｭﾆﾃｨ趣味 就労買い物外出

高齢者自身が多様な選択肢をつなげ生活

医療・介護専門職とのつながりは希薄

心身の機能の低下により少しずつのあきらめがはじまる

総合事業の実施主体は介護サービス事業者が太宗を占める

住民ｺﾐｭﾆﾃｨ

趣味 就労
買い物外出

総合事業

適切かつ十分な医療・介護サービスの提供

住民ｺﾐｭﾆﾃｨ 買い物外出

これまでどおりの生活の選択肢をあきらめてしまう

様々な医療・介護サービス

地域との
関わり

医療・介
護との関わ

り

適切な介入によりこれまでの生活に

地域の人と資源がつながり地域共生社会の実現や地域の活性化

引き続き選択を継続

80歳・85歳になっても
選択肢をつなげ生活

充実

地域がチームとなって総合事業を展開

選択肢の拡大
尊厳を保持し自立した生活

専門職 専門職

主体的な参加

早期発見

早期からの
つながり

適切な選択の支援

サービスサービス

介護予防・日常生活支援総合事業の充実に向けた検討会における議論の中間整理（概要）②

高齢者や多様な主体の参画を通じた地域共生社会の実現・地域の活性化
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生活支援共創プラットフォームの構築
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○ 高齢者の地域での生活は、医療・介護のみならず、地域の交通・産業・商業などの経済活動や住民による取組など多様な主体と
の関わりの中で成立するもの。

○ 市町村が、高齢者の尊厳ある自立した生活を支えるための地域包括ケアシステムの深化・推進を図るためには、こうした介護保険
制度の領域を越えた活動との連携を深めることが重要であり、国・都道府県にプラットフォームを置き、地域共生社会の実現に寄与。

国

都
道
府
県

市
町
村

全国版プラットフォームの構築
（府省庁・全国規模の団体）

都道府県版プラットフォームの構築
（関係部局・都道府県規模の団体）

地域包括ケアシステム
（地域の多様な主体）

⚫ 国において地域医療介護総合確保基金（介護人材確保分）の
１メニュー※として位置づけ運用を支援
※ 「地域の支え合い・助け合い活動に係る担い手確保事業」のイ「助け合いによる生活支援の担い手の養成事業

（高齢者を含む生活支援の担い手の養成等を行うための経費に対し助成する事業）」の一部

⚫ 国において令和６年度中に都道府県向けプラットフォーム構築マ
ニュアルを整備し、令和７年度以降の構築を支援

⚫ HPの運用による恒常的な情報発信・相互交流（令和７年度以降本格運用）

⚫ 定期的にシンポジウム等を開催

⚫ このほか、都道府県・市町村・生活支援コーディネーター向け研修を実施等

⚫ 介護保険制度における地域支援事業の実施等
⚫ 同事業における生活支援体制整備事業において協議体を設置、令和６年度には更

なる活性化のため「住民参画・官民連携推進事業」※を新設
※生活支援コーディネーターがタウンミーティング等を行い、地域の医療・介護関係者、多様な主体（民間企業や多世代の地域住

民等）とともに地域課題の洗い出しと解決策の検討を行った上で、民間企業等を活用した地域での生活支援や介護予防活
動・社会参加活動・就労的活動に資する事業の企画・立案～実装～運営（モデル的実施を含む）を行う事業

地域における多様な主体の共創の充実
掃除、洗濯、調理、買い物、見守り、移動（交通）、住まい、居場所、食事、健康、医療、介護、学び、文化・芸術、（多世代）交流

スポーツ・レクリエーション、まちづくり、ボランティア・地域活動、就労、後継者、防災・防犯、農地、環境保全

令和７年度以降
順次構築を支援



全国版プラットフォーム（イメージ）

⚫ 全国版プラットフォームは、多様な分野の全国規模の関係団体等が、地域づくりのプレイヤーとして集い、交流することで、高齢者を
支える生活支援の取組を共創していく基盤として位置づける。

⚫ 具体的には、専用ホームページやシンポジウムでの情報収集・情報発信や相互交流等を通じ、会員・加盟団体等による地域レベルで
の取組の共創につながることを目指す。

医療・介護・福祉

農林水産業

銀行・飲食

学習・社会教育

物流・販売

生活衛生

健康・ｽﾎﾟｰﾂ

住民活動

環境・まちづくり

地域交通

郵便・ICT

行政機関

全国規模の団体

生活インフラ

プ
レ
イ
ヤ
ー
＝
高
齢
者
の
生
活
に
関
わ
る
多
様
な
主
体

定期的なシンポジウム開催

情
報
発
信

⚫ 各分野の取り組み事例

⚫ 各地の関連イベント・セミナー
情報

⚫ 活用できる施策・事業等

⚫ 全国団体・行政機関リスト

交
流
の
場

⚫ 多様な主体・自治体間の相互
交流の場

⚫ 関係者同士の交流の場

取組事例

イベント情報

施策の情報

予算の情報

専
用
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

全国版プラットフォーム

都道府県レベルの団体
（プラットフォーム）

市町村・地域レベルの団体

4

周知・情報収集

周知・情報収集・支援

参加・交流周知・情報収集

令和７年度以降
順次構築を支援

参加・交流

参加・交流



第１回オンラインシンポジウム

⚫ 国に置くプラットフォームのイメージを提示するとともに、官・民と住民による地域づくりの実践事例について周知し、令和７年度以降の取
組を進めることの契機とする。

⚫ 今回は、医療・介護のみならず他分野の領域で地域づくりに関わるより多くの関係者がこの取り組みを知る契機となるよう、オンライン
アーカイブによる国のPFの第１弾のコンテンツとして開催し長期間視聴可能なものとする。次回シンポジウムは令和７年度（秋頃を目
途）のHP本格運用とあわせて行う。

プラットフォームの構築について厚生労働省よりメッセージ

⚫ プラットフォームの構築趣旨と今後の展開について

官・民・住民の共創による地域づくりの事例

多様な主体・行政による取組事例について地域づくりの専門家
（東京都立大学 室田准教授）との対話形式で深堀り

⚫ 兵庫ヤクルト販売株式会社
⚫ 一般社団法人全国食支援活動協力会
⚫ 東日本旅客鉄道株式会社・沿線まるごと株式会社
⚫ 沖縄県地域包括ケア推進課

第１回オンラインシンポジウム

令和６年度（R7.3）

（調整ができた関係団体・行政機関より地域レベルの関係者に視聴よびかけ）

R7.４～ R7.秋頃

第
２
回
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
本
格
運
用
の
開
始

ホームページの構築・更改

都道府県PFの構築支援

PFのプレイヤー参加の呼びかけ

事例の収集・分析・公表

伴走的な支援

地域づくり加速化事業（委託事業）
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専用HPのイメージ（案）（令和７年秋頃から本格運用）

⚫ 専用ホームページについては、以下のようなイメージとなっている。
⚫ 各コンテンツは現在準備中であるが、コンテンツを「つながる」（コミュニケーション）、「知る」（情報検索）、「うまれる」（共創）に分け、

なるべく目的の情報にアクセスしやすいように工夫する予定。（令和７年度秋頃から本格稼働予定。）
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専用HPのコンテンツイメージ（案）（令和７年秋頃から本格運用）

⚫ 地域で活動をはじめようとする住民・市町村等が、その取り組みを進めるために有効と考えられる基本的な施策・予算・関連する領域
に関わる団体等を知ることに加え、取組の加速化のためのヒントとなるような具体的な取組事例に触れるとともに、双方向のコミュニケー
ションを可能とする。第１弾コンテンツとしてオンラインシンポジウムの動画を掲載し、以降、順次拡張。

プラットフォームの趣旨に賛同いただいた
全国規模の団体・行政機関のリスト
※希望により団体HPへのリンクを掲載

関連するイベント等の開催情報

※随時、団体等からの登録に応じて更新

具体的な地域での取組事例

※随時、団体等からの登録に応じて更新

※検索ワードや地域による検索を可能とする

※必要に応じて動画コンテンツとしても掲載

各省庁の関連施策・予算情報

※随時、行政機関からの登録に応じて更新

※都道府県のPF構築マニュアルや各省庁が開発する
地域づくりに役立つ支援ツールなども含む

交流掲示板

※分野を超えた交流・分野ごとの交流（同じ悩みを抱
える地域レベルの関係者同士など）・自由な情報発
信や双方向の対話を行うことのできる「場」づくりなど

関連リンク
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